業務方法書（案）の作成における法律等の規定について
地方独立行政法人法（抜粋）
（業務方法書）
第二十二条 地方独立行政法人は、業務開始の際、業務方法書を作成し、設立団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２ 前項の業務方法書に記載すべき事項は、設立団体の規則で定める。
３ 設立団体の長は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。
４ 地方独立行政法人は、第一項の認可を受けたときは、遅滞なく、その業務方法書を公表しなければならない。
大阪府地方独立行政法人法施行細則（抜粋）
(業務方法書の記載事項)
第二条　法第二十二条第二項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
一　地方独立行政法人(以下「法人」という。)の定款に規定する業務に関する事項
二　業務を委託する場合の基準
三　競争入札その他契約に関する基本的な事項
四　前三号に掲げるもののほか、法人の業務の執行に関して必要な事項
地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所定款（抜粋）
（業務の範囲）
第11条　
法人は、次に掲げる業務を行う。
(1) 環境、農林水産業及び食品産業に関する調査、試験研究及び技術開発並びに緊急時において、大阪府からの要請に基づき、必要な支援を行うこと。
(2) 前号に掲げる業務に関する普及、技術支援及び人材育成を行うこと並びに試験及び分析の依頼に応じること。
(3) 試験機器等の設備及び施設の提供を行うこと。
(4) 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。
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